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ＩＣＴ産業ＷＧスケジュール(案)

第１回ＷＧ

①ＷＧの進め方に
ついて

②構成員プレゼン
（岩浪構成員・
伊久美構成員）

第１回ＷＧ

①ＷＧの進め方に
ついて

②構成員プレゼン
（岩浪構成員・
伊久美構成員）

平成１６年
３月１日

16:35～18:00

４月２日
10:00～12:00

５月１３日
10:00～12:00

６月１０日
9:00～11:00

第２回総会

６月１８日
9:00～11:00

９月２１日
10:00～12:00

第２回ＷＧ

①構成員プレゼン
（秋山構成員・
荒井構成員）

②我が国ＩＣＴ産業
の発展のための
課題について

第２回ＷＧ

①構成員プレゼン
（秋山構成員・
荒井構成員）

②我が国ＩＣＴ産業
の発展のための
課題について

第３回ＷＧ

①構成員プレゼン
（高橋構成員・三宅
構成員）

②我が国ＩＣＴ産業の発
展のための課題につ
いて（第２回ＷＧに引
き続き議論）

第３回ＷＧ

①構成員プレゼン
（高橋構成員・三宅
構成員）

②我が国ＩＣＴ産業の発
展のための課題につ
いて（第２回ＷＧに引
き続き議論）

第４回ＷＧ

①構成員プレゼン
（飯塚構成員・御手
洗構成員）

②中間とりまとめ案
の議論・了承

第４回ＷＧ

①構成員プレゼン
（飯塚構成員・御手
洗構成員）

②中間とりまとめ案
の議論・了承

第５回ＷＧ

①ＷＧの今後の進め方

②ユビキタスネット社会に向け
た産業活性化

第５回ＷＧ

①ＷＧの今後の進め方

②ユビキタスネット社会に向け
た産業活性化

第３回総会第１回総会

懇談会立ち上げ総
会

Ｉ
Ｃ
Ｔ
産
業
ｗ
Ｇ

最終
とりまとめ

１０月１４日
10:00～12:00

１１月４日
10:00～12:00

１１月２４日
10:00～12:00

第６回ＷＧ

①ユビキタスネット社会における
官民の役割

②ユビキタスネット社会に向けた
産業活性化

③ＷＧの今後の取り運び

第６回ＷＧ

①ユビキタスネット社会における
官民の役割

②ユビキタスネット社会に向けた
産業活性化

③ＷＧの今後の取り運び

第７回ＷＧ

①最終報告書総論
について

②ＷＧ最終報告書
骨子案について

第７回ＷＧ

①最終報告書総論
について

②ＷＧ最終報告書
骨子案について

第８回ＷＧ

ＷＧ最終報告書案
の議論・了承

第８回ＷＧ

ＷＧ最終報告書案
の議論・了承

中間
とりまとめ

１２月１０日
16:00～18:00



ユビキタスネット社会と我が国のＩＣＴ産業

ＩＣＴ産業は、我が国の経済を支える中心的な存在として成長してきており、ブロードバンドの普及、
インターネット接続可能な携帯電話、情報家電等の分野で国際競争力を有し、世界をリードしてい
る状況。

ユビキタスネット社会に向けたＩＣＴ産業の対応についても、我が国では世界に先駆けて顕在化して
いる例（携帯電話による電子マネーの利用等）も見られるところであり、我が国ＩＣＴ産業は、ユビキ
タスネット時代においても、その主要な担い手として重要な役割を負うこととなると考えられる。

今後ユビキタスネット社会へ移行するに際して、事業環境の急激な変化への対応を迅速に行うこと
を迫られるとともに、新たな成長を果たすための契機が訪れることとなるため、ユビキタスネット社
会への早期移行はＩＣＴ産業にとって重要な課題。
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－全ての機器等のネットワーク化が進展

－接続される端末等の数量・種類が飛躍的に増加

－商品・サービスのモジュール化・コンポーネント
化・オープン化が進展

－異業種間におけるネットワークの相互接続・相互
運用

①事業環境の急激な変化への対応の必要性

－生活分野・産業分野のあらゆる場面で、これまで
以上にＩＣＴの利活用が浸透

－新たな技術・サービスへのニーズが高まる

－国内でいち早く実用化された技術規格・ビジネス
モデルを諸外国に積極的に提案していくことによ
り、国際社会にも貢献可能

②ＩＣＴ産業の新たな成長の契機の到来



ユビキタスネット社会の早期実現に向けて：

ＩＣＴ産業活性化のための６つの戦略

２０１０年に
向けての
ロード
マップ
作成

ユ
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ス
ネ
ッ
ト
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に
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産
業

基
盤
を
構
築
す
る
た
め
の
Ｉ
Ｃ
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産
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に

係
る
課
題
へ
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応
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略
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提
示

①eビジネス・コラボレー
ション促進戦略

②情報家電等のネット

ワーク化促進戦略

③コンテンツの流通・利用

促進戦略

④ＩＣＴ産業構造変革戦略

⑤官民の連携強化戦略

⑥ＩＣＴ人材育成戦略
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視点１：ユーザーオリエンテッドなサービス提供

ＩＣＴ産業が優先的に取り組むべき戦略を、利用者側の視点から、大きく「ビジネスユース」と、
「パーソナルユース」に分けて検討（ユビキタスネット社会における中心的な利用者ニーズを想定）

戦略戦略 ①①
ダイナミックなｅビジネス･コラ
ボレーションの実現への対応

戦略戦略 ③③
ﾘｯﾁなｺﾝﾃﾝﾂの潤沢な流通・自由
で安全な利用の促進への対応

戦略戦略 ②②
安心で豊かな暮らしを助ける
情報家電等のﾈｯﾄﾜｰｸ化への対応

あらゆる商品・サービスがネットワーク化
されるため、すべての産業・企業におい
て、ネットワークによる連携を活用して高
度かつ柔軟性の高いサービスの提供や
利用が実現。

情報家電等がデジタルテレビを
中心としてネットワーク化され、相
互に連携した利用や携帯電話に
よる遠隔操作などにより家事の
自動化・快適化などが進行。

ホームサーバ等から大容量の
映像コンテンツ等を携帯電話
等の様々な端末に自由・安全
に移動して利用することが実
現。

パーソナルユース

（例：飛行機・ホテル予約・通関等の諸手続きを一括して行える旅行手配サービス）

ビジネスユース（行政ｻｰﾋﾞｽを含む）

行政においても、電子政府・
電子自治体の構築（電子申
請・電子調達等）により行政
サービスがネットワーク化さ
れ、民間利用等が進展。

・業種間・業態間の相互運用性

の確保

・ネットワーク上で提供される

サービス内容の充実

・取引の信頼性の確保

・ネットワークに接続される端末

数の飛躍的な増大への対応、
伝送路の確保

・情報家電間の相互接続性・相

互運用性の確保

・セキュアな環境の構築

・大容量コンテンツのスムーズな

伝達の実現

・コンテンツの権利保護

・コンテンツの利用利便性の向上

・魅力あるコンテンツの創造
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視点２：u-Japanに適応した社会システム高度化への対応

我が国の経済活性化・国際競争力強化の観点を踏まえ、ユビキタスネット社会
で想定される社会システムの高度化に対応できるＩＣＴ基盤を構築するための
対応戦略を検討

戦略戦略 ④④
通信・放送連携サービス
などのＩＣＴ産業構造変
革への対応

戦略戦略 ⑤⑤

官民の役割分担明確化・
連携強化

戦略戦略 ⑥⑥
ユビキタスネット社会の
基盤となるＩＣＴ人材
（起業家含む）の育成

・構築すべき技術基盤（論理ソ
リューションレイヤーを中心と
して）の明確化・官民の役割
分担

・ 官民連携による先導的ＩＣＴ

システムの実用化促進

・戦略的な高度ＩＣＴ人材

の育成

・海外のＩＣＴ人材の活用

・ＩＣＴベンチャー支援

・ 通信・放送連携サービス

への対応

・ 情報と物流の連携

・ オープンネットワークシス
テムの促進
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戦略１～３について（今後の取り運び）

戦略戦略 ①①
ダイナミックなｅビジネス･コラボレーションの実現への対応

戦略戦略 ③③
ﾘｯﾁなｺﾝﾃﾝﾂの潤沢な流通・自由で安全な利用の促進への対応

戦略戦略 ②②
安心で豊かな暮らしを助ける情報家電等のﾈｯﾄﾜｰｸ化への対応

課課 題題 のの 抽抽 出出

課題毎に対応政
策を提示

・政策ツール

・実施スケジュール

２
０
１
０
年
ま
で
の
工
程
表
を
作
成

・国内外eビジネス関連技術の標準化動向レビュー
・標準・規約の見直しを含む検討及び国際機関・団体への働きかけ
・商品コード等の相互運用性確保のための規約策定
・国と民間のサービスコンポーネント相互利用可能化
・ネットワーク認証基盤技術に関する研究開発
・タイムスタンプ・プラットフォーム技術確立のための研究開発 等

・ＩＰｖ６への円滑な移行のための実証実験
・情報システムの政府調達におけるＩＰｖ６対応の要件化
・トラフィック増減による負荷を軽減するための研究開発
・ネットワーク自体へのインテリジェント機能付加についての検討
・情報家電ネットワーク専用無線周波数帯の確保
・情報家電ネットワーク化のための住宅対策
・電力線を宅内回線として活用するための対応
・情報家電間の通信規格の共通化・標準化に向けた研究開発
・セキュリティ確保のための研究開発 等

・コンテンツの権利保護と利用利便性の両立を実現する仕組み構築
・安全かつ便利な電子課金、電子決済システムの構築
・通信・放送メディア横断検索、エージェント技術の研究開発
・ＸＭＬ技術を活用した超高速・横断的なデータベース検索技術の研究開発
・低コストで多様なｺﾝﾃﾝﾂ制作を可能とするための人材育成及び研究開発 等



戦略４～６について（今後の論点例）

戦略戦略 ④④
通信・放送連携サービスなどの
ＩＣＴ産業構造変革への対応

・ １の事業者が通信サービス・放送サービスを同時に提供できるようになる通信・放送の融合など、ＩＣＴの
高度化による産業構造の変革に際し、産業全体への波及効果の大きい利活用方策を講じることができ
ないか。

・ 企業が国際競争力を強化するためにはＩＣＴの活用が不可欠であるが、ユビキタスネット社会においてど
のようなソリューションを提供していけばいいか。

戦略戦略 ⑤⑤
官民の役割分担明確化・連携強化 ・ユビキタスネット社会を構築するために共通化・標準化しておくべき基本的なシステム設計・技術仕様とは

どのようなものであり、そのうち国が決めるべきものはどの範囲までか。

・我が国がユビキタスネット社会へ移行する際には、公的セクターが先端設備を導入することで移行を加速
させることも必要ではないか。

・ユビキタスネット社会において見直すべき政府規制や参入障壁は存在していないか。
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戦略戦略 ⑥⑥
ユビキタスネット社会の基盤となる
ＩＣＴ人材（起業家含む）の育成

・現在、ＩＣＴ企業内での人材育成の立ち遅れが著しく、技術やサービスの面で優位性を保っている分野にお
いても欧米各国やアジア諸国の追随が激しい。したがって、今後我が国が国際競争力を維持・強化する
ためには、ＩＣＴ分野における人材育成を戦略的に進めることが重要ではないか。

・ユビキタスネット社会においてはマーケットニーズも急激に変化していくが、このような中にあっては、消費
者ニーズに対する感度と機動性に優れたベンチャー企業の育成が急務ではないか。


